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論 文 要 旨       

所属ゼミ   林 高樹 研究会 学籍番号 81430858 氏名 中田 裕哉 

（論文題名） 

自治体のふるさと納税制度活用方法の考察 

 

（内容の要旨） 

 本論文ではふるさと納税制度の活用方法を自治体側の視点から考察し、提案を行うことを目的と

している。 

 ふるさと納税制度は大学進学や就職を機会に都市部に移住した人間が、生まれ育った故郷に対し

て納税できても良いのではないかという理念が発端としており、総務省としても制度の意義として

「納税の大切さを考える」「世話になった地域、愛着のある地域への応援」「地域のあり方を考える

きっかけ」を掲げている。しかしながら現状は豪華なお礼品を用意した自治体に寄附が集中し、お

礼品合戦とも言える状態にある。これに対して総務省も度々注意を行っているが、お礼品に対する

明確な基準が示されるわけでもなく、やったもの勝ちとも言える状況に陥っている。この状況に問

題意識を抱き、改善すべく公開情報と自治体から個別に提供頂いたデータを分析する。 

 本研究では全 1788 自治体から 247 自治体を抽出し分析を行う。分析には 247 自治体に関する寄

付金額、件数、お礼品のほか人口や課税対象所得など公開情報も利用する。 

 お礼品のジャンルに着目し、クラスター分析を行った所 5 つのクラスターに分けることに成功し

た。お礼品がその他のみの「その他グループ」、菓子と加工品を軸に複数のお礼品を用意している「菓

子と加工品グループ」、お礼品を用意していない「無しグループ」、幅広く様々なジャンルのお礼品

を用意している「なんでもグループ」、一部のジャンルのお礼品のみ用意している「少量お礼品グル

ープ」に区分けされた。 

 各グループに対する分析をした上で、グループ内のデータ提供頂けた自治体個別の分析を行う。 

この他、決定木分析からは使途数が多いほど自治体外部から寄付金額を多く集めるために重要で

あることが判明した。重回帰分析からは自治体内部からの寄付者と外部からの寄付者で寄附動機が

異なる可能性が示唆された。内部からの寄付者に対しては、ふるさと納税制度の理念に近く、地元

愛に訴えかけるように、使途数を増加させ、実績報告を行うことが寄付額、件数増加に有効である

ことがわかった。対して、自治体外部からの寄付者に対しては、お礼品やメディアでの露出が有効

であることが判明した。 

 そして、現状ではお礼品目当ての寄附が過半であり、制度存続すら危ぶまれる。そこで私は本研

究結果を踏まえ、自治体に対して 2 点提案する。 

 1 点目は外部に住む地元愛のある人間に対して訴求すること。具体的には自治体の活気に直結す

るようなスポーツイベントの誘致などの使途用意することである。もしくは、自治体の将来のため、

子供の教育などの使途に具体性を持たせて用意することである。 

 2 点目は新たに自治体のファンを作りだすことである。自治体に何らかの分野で有名な点があれ

ば、それを介して(趣味やスポーツを通じて)ファンを作り出すのである。それに準じた使途を用意

することで外部からの、愛からの寄附が見込めるようになる。 


